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はじめに

　本稿は，一般社団法人低炭素投資促進機構による「令和 6 年度補正再生

可能エネルギー導入拡大・分散型エネルギーリソース導入支援等事業費補

助金（電力データ活用支援等事業）」の一環として実施した研究成果の第 2 回

報告である。本研究は，近年増加している空き家を分散型エネルギーリ 

ソース（DER）の導入拠点として活用する可能性を検討し，都市部におけ

る脱炭素化および災害時レジリエンス強化に資する政策的エビデンスを提

示することを目的としている。

　本研究成果は全 3 回にわたり報告する構成となっている。第 1 回報告で

は，電力データに基づく空き家判定手法を提示し，DER 導入可能な遊休

不動産の特定について検討した。最終回（第 3 回報告）では，世田谷区お

よび京都市を対象とした導入効果シミュレーションの結果を示し，地域マ

イクログリッドの可能性と課題を整理する予定である。

　本稿（第 2 回報告）では，遊休不動産を活用した DER 導入の経済性およ
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び環境効果について検討する。具体的には，公的資料および電力データに

基づき，住宅用太陽光発電設備ならびに各種再エネ設備の導入実態を把握

する（2−1 節，2−2 節）。その上で，空き家に太陽光発電設備および蓄電

池を導入した場合の発電量，売電収益，導入費用，CO₂ 削減効果を試算す

る（2−3 節）とともに，建て替えや大規模改修との比較を通じてライフサ

イクル CO₂ 排出量の観点からの含意を整理する（2−4 節）。あわせて，制

度的制約やインセンティブ設計の課題を検討し（2−5 節，2−6 節），空き

家活用を通じた都市部の脱炭素戦略の実現可能性を考察する。

2　遊休不動産を活用した DER 導入検討

2－1　住宅用太陽光発電設備の導入実態

　本稿では，第 3 回報告で実施する世田谷区と京都市を対象とした地域マ

イクログリッドを想定した太陽光発電導入の効果検証に向けて，電力デー

タに基づく家庭用太陽光発電の売電契約に関するデータを取得し整備し 

た。この太陽光発電設備データは，世田谷区（2022 年 12 月から 2025 年 9 月

までの 34 ヶ月間）と京都市（2025 年 9 月の単月）における売電契約数，発電

容量，電力売電量が町丁目レベルで集計されている。家庭用太陽光発電の

売電契約は，前節で説明した電力の供給契約に紐づく地点を対象としてい

る。ただし，発電量や自家消費量は観測できず，発電量のうち自家消費さ

れずに系統に送られた（売却された）電力量が集計されている。

　本節では，まず公的データに基づく太陽光発電設備の導入実態を整理し

たのち，世田谷区を対象とした電力データに基づく太陽光発電データを紹

介する。

2－1－1　公的データ

　太陽光発電設備は，設置場所に応じて建物系や土地系に分類される。図

表 2−1 は，2021 年における全国の市区町村ごとの人口密度（横軸）と太
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陽光発電容量に占める建物系設備容量の割合（縦軸）の散布図である。グ

ラフから，人口密度が高いほど，太陽光発電設備が建物に設置される割合

が高く，人口密度の低い過疎地域では土地系設備の割合が高い傾向が確認

できる。東京都は都心 23 区に加えて，人口密度の比較的低い多摩地域や

諸島を含むため，図中では東京都の市区町村を示す青い点が散布している

が，都心 23 区に限れば，太陽光発電容量のほぼ 100% が建物系設備となっ

ている。

　図表 2−2 は，市区町村ごとの人口密度（横軸）と一世帯あたりの発電

容量（縦軸）の散布図である。一世帯あたりの発電容量は，建物系及び土

地系を含めた市区町村内の総発電容量を世帯数で除した値であり，さらに，

建物系設備には住宅だけでなくオフィスや商業施設も含まれるため，平均

注）出典：環境省(2026)、国勢調査より著者作成 

図表 2−1：建物系の太陽光発電容量が占める割合

─ 61 ─

電力データによる空き家判定・分散型エネルギーリソース導入検討（２／３）



的な家庭用発電容量を示すものではないことに注意が必要である。この散

布図から，人口密度が高くなる地域ほど，一世帯あたりの発電容量が少な

い傾向が確認できる。つまり，人口密度の高い都心部では，土地の制約に

より，太陽光発電設備が過小となっている可能性が示唆される。

　第 3 回報告で実施する太陽光発電導入の効果検証では，災害などによる

停電時を想定したシミュレーションを実施する。その際に，生命維持に必

要な最低限の家庭用電力量を一世帯あたり 0.6kWh/日と仮定すると，地域 

マイクログリッドによる分散型電力供給を実装した場合に，地域全体で一 

世帯あたり最低で 0.1〜0.2kW 程度の発電容量が必要となる。天気が悪い

日に備えて 2〜3 日程度の最低生活を維持するためには，0.4〜0.5kW 程

度の発電容量と，常に充電された 1〜1.5kW の蓄電池容量が必要である。

注）出典：環境省(2026)、国勢調査より著者作成 

図表 2−2：一世帯あたり太陽光発電容量
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さらに，夏季のエアコンの使用と簡単な調理を考慮した最低限の通常生活 

を送るための電力量を賄うには，通常の天候時でも，一世帯あたり 0.8〜

0.9kW 程度の発電容量が必要となり，日照時間が全くないシナリオを想定 

すると，一世帯あたり3〜5kW 程度の発電容量と，常に充電された 10kW

程度の蓄電池容量が必要となる計算になる（詳細は第 3 回報告で記載）。

　病院や行政機関，データセンターなどの地域インフラで必要となる電力

を一旦無視した場合，図表 2−2 によると，エアコンや冷蔵庫，電子レン

ジなどを利用しない生命維持のための最低限の電力だけであれば，東京

都心を含むほぼ全ての地域で，十分な太陽光発電容量を保有していること

になる。しかし，災害時の地域インフラに必要な電力の確保を考慮すると，

家庭用の電力のために十分な余剰がない可能性が高く，とくに都心におい

ては不足すると予測される。そのため，地域マイクログリッドにおける家

庭用の必要電力量は，家庭用発電設備のみで自給可能な水準を理想的な水

準と位置付ける。

　第 3 回報告のシミュレーションでは，町丁目単位を想定した地域マイク

ログリッドでは，現時点での家庭用発電設備のみでは大規模災害へのレジ

リエンスは十分でないことが示される。とくに都心部では，エネルギー自

給率が極めて低いうえに，本稿で論じるように太陽光発電以外の再生可能

エネルギー発電の利用は現実的ではないことから，太陽光発電による地域

マイクログリッドの構築と，遊休不動産の活用可能性について検討するこ

とは有益である。

　「再生可能エネルギー事業計画認定情報」（資源エネルギー庁, 2026）では，

10kW 以上の（推定）業務用と 10kW 未満の（推定）小型家庭用の太陽光 

発電設備の導入数に関する統計を取り揃えている。ただし，当統計は固定

価格買取制度（FIT）に登録認定されたもののみが集計されていることに

留意が必要である。全国における 10kW 以上の業務用太陽光発電設備件数

は約 70 万件で推移しているのに対し，10kW 未満の小型家庭用太陽光発
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電設備件数は増え続け，2025 年 3 月時点では 240 万件に及んでいる（図表

2−3）。

　また，住宅土地統計調査（総務省, 2023）では，2008 年から 5 年ごとに省

エネルギー設備に関する調査を実施しており，太陽光発電設備の導入実態

を把握することができる。図表 2−4 は，2008〜2023 年の全国・東京都・

世田谷区・京都市における，「太陽光を利用した発電機器のある」住宅数 

（上段）と導入率（下段）の推移について，戸建住宅（左）と集合住宅（右）

ごとに示している。2008 年から 2023 年にかけて，全国における戸建住宅

での太陽光発電設備の導入戸数は約 50 万戸から約 250 万戸に増え，集合

住宅でも約 40 万戸から約 220 万戸に増えている（集合住宅は住戸数であり棟

数でないことに留意）。

　導入割合で見ると，2023 年時点で，戸建住宅は全国で 9% 近くに達して 

いるのに対し，東京都では 5% 超，世田谷区では 4% 程度となっており，都 

注）「再生可能エネルギー事業計画認定情報」（資源エネルギー庁, 2026）より著者作成 
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心部では比較的戸建住宅における太陽光発電設備の導入割が低いことがわ

かる。日照条件や建築面積などの制約により，導入のメリットが制限され

ている可能性がある。他方，集合住宅では，全国平均よりも世田谷区での

導入割合が高いことが伺える。都心部では建物再開発など土地活用に伴う

新陳代謝が比較的活発であることから，2008 年以降に新築された集合住

宅も比較的多く，そうした新しい建物に太陽光発電設備が多く設置された

と推察される。実際に，同調査（2023 年）における建築時期ごとの導入率

を見ると，新しい建物ほど導入率が高い（図表 2−5）。空き家は築古の建

物が多く，空き家にはほとんど太陽光発電設備が設置されていないと考え

られるが，そうした建物の建て替えや改修を促すことで，太陽光発電設備

の普及率の早期向上を達成することができると考えられる。

注）「住宅・土地統計調査」（総務省,2023）より著者作成 

図表 2−4：太陽光発電施設の新規導入件数（全国）
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2－1－2　電力データ（世田谷区）

　本研究では，東京都世田谷区と京都府京都市の 2 地域において，電力

データに基づく住宅用太陽光発電設備に関するデータを入手した。本節で

は，その中でも時系列のデータが整備された世田谷区における導入状況を

整理する。

　まず，太陽光発電設備の売電契約数について確認すると，集合住宅と戸

建住宅のいずれにおいても増加している（図表 2−6：左図）。2022 年 12 月

から 2025 年 9 月にかけて，集合住宅の売電契約件数は約 2,400 件から約

4,500 件に上昇し，戸建住宅では約 3,700 件から約 5,600 件に上昇した。売

電契約数＝太陽光発電設備導入戸数と想定した場合，2025 年 9 月末時点

での世田谷区における導入率は，集合住宅で 1.1%，戸建住宅で 6.4% であ 

注）「住宅・土地統計調査」（総務省,2023）より著者作成 

図表 2−5：建築時期別の導入率
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る。電力データの売電契約口数は，住戸数との対応が 1 対 1 でない場合や

住宅判定に誤差が生じる場合もあるため，住宅土地統計調査の統計との間

に乖離が生じ得る。実際の統計を比較してみると，住宅土地統計調査にお 

ける2023 年 10月 1 日時点の世田谷区の導入率は，集合住宅で約 1.03%，戸 

建住宅で約 4.09% であり，それに対応する電力データに基づく 2023 年 9

月末時点の売電契約割合は，集合住宅で 0.74%，戸建住宅で 4.83% であっ 

た。現時点ではこの乖離の要因は不明であり，今後，調査が必要である。

　総売電量は，契約数の増加に伴い上昇傾向にあるものの，季節性や天候

にも影響される。春季に増えやすいのは，日射時間が夏にかけて増加する

一方で，夏季になると高温によるパネル効率が低下すると同時に，自家消

費が増加することが要因である。冬季は，日照時間の短さや天候要因によ

る受光量の減少や電力消費の増加によって売電量が減少する。

　図表 2−6 の右図は，売電契約がある住宅を対象に，世田谷区の町丁目

ごとに一住戸あたりの平均月別売電量を計算し，その分布の推移を示した

箱ひげ図である。ひげの先端は 95 パーセントタイルと 5 パーセントタイ

注）電力データより著者作成 

図表 2−6：住宅用太陽光発電の売電契約口数，売電電力量
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ルに位置する町丁目の平均月別売電量を示し，箱は 25 パーセントタイル

から 75 パーセントタイルを示す。また，箱内部の丸点は全町丁目の平均 

値，横線は中央値である。

　平均月別売電量の推移を見ると，戸あたり売電量は春に 200〜300kWh

程度で多く，冬に 100〜150kWh 前後と少ないことがわかる。さらに，こ

の図から，戸あたり売電量の水準が地域（町丁目）間で異なることが確認

できる。直近 2025 年 9 月のデータでは，集合住宅（戸建住宅）１戸あた 

りの丁目別平均売電量は，5 パーセントタイルで 84.47kWh（79.53kWh），

95 パーセントタイルで 253.01kWh（206.03kWh）である。また，図中には

示されていないが，最小値は 29.02kWh（50.54kWh），最大値は 328.7kWh

（271.94kWh）となっている。

　次に，世田谷区内の太陽光発電設備の導入に関する地理的分布を確認

する。図表 2−7 は，世田谷区の各町丁目において，戸あたり売電電力量 

（上段），太陽光発電設備の導入率（中段）と，町丁目 PV 発電設備容量（下 

段）について，集合住宅（左）と戸建住宅（右）を分けて，町丁目ごとに地

図上に図示したものである。なお，戸あたり売電電力量（上段）は，売電

契約あたりの売電量を表しているのに対して，丁目 PV 発電設備容量（下 

段）は，売電契約で割った容量ではなく，町丁目内の総発電設備容量を総 

住宅戸数で除した値である。つまり，丁目 PV 発電設備容量（下段）は，町 

丁目内に存在する総発電設備容量を町丁目内の全世帯で共有した際に，一

世帯あたりどれほどの発電容量が確保されているかを表しており，第 3 稿

の地域マイクログリッドのシミュレーションで用いられる。

　導入率および発電容量はいずれも，都心部から離れた地域で高い値を示

している。これらの地域は，比較的新しい住宅が多いと考えられる。戸あ

たりの発電設備容量は，区全体の平均で集合住宅が 0.05kW，戸建住宅が

0.27kW であり，町丁目単位で見ても，最大値は集合住宅で 0.27kW，戸

建住宅で 0.67kW にとどまっており，完全停電時に地域全体の最低限の家
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庭用電力を賄うには十分とは言えない水準である。

注）電力データより著者作成 

図表 2−7：太陽光発電設備の導入率と発電容量（丁目別，2025 年 9 月末時点）
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2－2　都市部における再生可能エネルギーの導入実態

　住宅地に限らなければ，太陽光以外にも，風力，地熱，バイオマスなど

の再生可能エネルギーの発電設備の導入が進められているが，都市部では，

風力や地熱などの発電設備は導入にあたっては様々な障壁があり，太陽光

ほど導入されていない。

　図 2−8（左図）は，全国・東京都・東京都世田谷区・京都府京都市の各

地域において，導入済の再生可能エネルギーによる発電量のうち，太陽光，

風力，水力による発電量が占める割合を示している。太陽光による発電量

の割合は，全国と比較して東京都における割合が高いことがわかる。また，

図 2−8（右図）は，市区町村毎の人口密度（横軸）と再生可能エネルギー

に対する太陽光発電比率（縦軸）の散布図である。人口密度の高い都市部

ほど，太陽光発電の比率は高く，世田谷区では 100% である。

　本節では，太陽光発電以外の再生可能エネルギー技術（例：風力発電，小

水力，地熱，バイオマス等）について，都市部における導入可能性とその制

約を，法的・技術的観点から整理する。特に都市環境固有の条件がこれら

の技術導入にどのような制約を与えているかを整理する。

注）出典：環境省(2026)、国勢調査より著者作成 

図表 2−8：再生可能エネルギー発電量の内訳
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　再生可能エネルギー全般に関して，日本の法制度は「再生可能エネル 

ギー特別措置法」を中心に規定されており，太陽光，風力，地熱，水力，

バイオマス等を含む多様な非化石エネルギーの導入が促進されている。こ

れらの法令は，各種補助制度・買取制度等を通じて再エネ導入を支援して

いるものの，導入の手続きや土地利用規制との関係で太陽光以外の再エネ

は相対的に遅れがみられる。特に再エネ設備の立地・運転開始に際して 

は，環境影響評価法等の複数の土地規制が関与し，年間を通じて長期間

の審査・手続きが必要となりやすいことが報告されている（NEDO, 2020）。

これにより，太陽光に比べ風力や地熱等の導入が進みにくい構造が生じて

いる。

　都市部における空間的制約は，太陽光以外の再エネの導入にとって特に

大きな制約となる。都市は人口密度が高く，土地利用が複雑であり，広い

敷地や高所構造物を必要とする風力発電，地熱発電，あるいは大規模なバ

再生エネ種 都市部導入
主な制約 都市部での実績・実用性 

別 の難易度 

隣接郊外・高層建築物屋

上を例外的として極めて

限定的 (IRENA, 2020) 

風力発電 非常に高い 

有効活用事例は限定的 

(IRENA, 2020) 
小水力発電 高い 

地下深部条件とコストの

面から事実上不可能 

(Taylor et al. 2023) 

地熱発電 非常に高い 

集約エリアや廃棄物熱利

用等により小型・熱電併

給は可能性あり(IRENA, 

2020) 

バイオマス
中程度 

発電 

ごみ処理施設周辺での熱

電併給等で導入実績あり 

(IRENA, 2020) 

廃棄物エネ
比較的低い 

都市部で最も普及(IRENA, 

2020) 
太陽光発電 低い 

・開けた用地が必要

・建築・景観・騒音規制との調整（都市計画・

建築基準等）

・乱流や遮蔽物による発電効率低下

・適切な流路・落差が必要だが都市河川では十

分な条件が整いにくい

・環境影響評価や水利権手続き等の法令対応負

担が大きい

・高温地熱資源は地質的条件に依存し、都市域

では資源が存在しにくい

・掘削・調査・環境アセスメントといった法

的・技術的ハードルが大きい

・原料（木質・廃棄物等）の集積と供給体系が

都市内では成立しにくい

・施設規模が大きく、周辺環境規制（騒音・排

気）対策が必要

・既存の廃棄物処理施設を有効活用可

・都市における熱電供給等の統合が必要ルギー利用

・屋根・壁面等の未利用空間に設置可

・都市計画制限が比較的少ない

図表 2−9：都市部における再生可能エネルギーの導入制約
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イオマス集積施設等の設置が困難である。都市内での風力発電は騒音や振

動，景観規制等の住環境要件を満たす必要があり，設置可能なスペースの

確保が極めて限定される。また都市部では用地確保が困難なため，効率的

な風況を得るための風車塔の高さ確保や，地熱井戸掘削のための広い占有

地を確保すること自体が難しい。これらは，再生可能エネルギーの中でも

太陽光以外の技術が都市規模で普及しづらい構造的要因である。

　技術的観点からも，都市部では太陽光発電が相対的に優位となってい 

る。太陽光発電は建築物の屋根や壁面等の既存構造を活用できるため，追

加的な用地確保が不要であり，導入負担が比較的低い。一方で，風力発電

は都市特有の乱流や遮蔽物の影響を受けやすく，効率的な発電が難しいと

いう物理的・技術的制約がある。加えて，都市電力需要のピークと風況の

ミスマッチなども発電効率の低下要因となる。このため，都市部では風力

や大型の地熱・バイオマスによる発電量の寄与が限定的であるという傾向

がある。

　法制度面では，再生可能エネルギー設備の導入に伴う土地利用規制や許

認可手続きの複雑さが指摘されている。太陽光発電設備は比較的緩やかな

手続きで設置可能な場合が多いのに対して，風力発電・地熱発電などは，

環境影響評価や都市計画法，景観法等複数の法令の適合性審査が必要とな

り，設置までのリードタイムが長期化するケースが多い。このため，制度

面でも太陽光以外の再エネ導入は法的ハードルが高くなる傾向がある。

　加えて，再生可能エネルギー全般の導入促進にあたっては，政策・制度

の統合的検討が必要であるとの指摘が政府資料等で重ねて提示されている

（環境省, 2023; 資源エネルギー庁, 2023）。現状では，再エネ関連制度が分断 

的・縦割り的になっており，都市部での高度集約的再エネ導入に対する包

括的な支援制度が整備されていない点が課題とされている（国交省, 2023;  

内閣官房, 2020）。こうした制度的課題は，太陽光以外の再エネ技術にも影

響を及ぼしている。
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　以上のとおり，都市部における太陽光以外の再生可能エネルギー導入は，

用地制約・技術特性・法制度上の複数制約の重なりにより，導入ポテンシャ

ルが限定的であると考えられる。実際に，前述したように，都市部におけ 

る太陽光以外の再生可能エネルギーの導入割合は極めて低く（図表 2−8），

導入に大きな制限がある現状では，太陽光発電設備のみが現実的な選択肢

となっている。このため，都市部の再生可能エネルギー戦略においては，

太陽光発電の活用を前提としつつ，都市特性に応じた小型風力，地中熱利

用，小規模バイオマス等については，現場での限界と今後の利用可能性に

ついて，将来的に整理していく必要がある。

2－3　空き家への太陽光発電設備導入に伴う費用と効果

　本節では，都市部に所在する空き家を想定し，太陽光発電設備および蓄

電池を導入した場合の費用および効果について，定量的な試算を行う。こ

こでは，設備導入に伴う初期費用，維持管理費用といったコスト面に加え，

発電量や CO₂ 排出削減量といった環境面での効果を整理し，空き家を活

用した再生可能エネルギー導入の経済的・環境的含意を明らかにする。

　試算にあたっては，世田谷区における太陽光売電量の実態（図表 2−6）

を踏まえ，戸建住宅および集合住宅のいずれにおいても，一住戸あたりの

平均的な太陽光発電設備容量がおおむね 4kW 程度であることを前提とす

る。そのため，本分析では，空き家 1 戸に対して，太陽光発電設備容量を

4kW 導入するケースを標準的な想定として設定する。なお，第 3 稿で実

施する太陽光発電設備導入のシミュレーション分析では，集合住宅につい

ては，個別の空室単位での導入ではなく，長期にわたり建物全体が空き家

となっている（全住戸が未使用の）集合住宅に着目する。すなわち，完全に

利用されていない建物 1 棟を対象として，太陽光発電設備および蓄電池を

一体的に設置した場合を想定する。

　なお，本節では，空き家で発電した電力を全て売電することを前提とし
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ているため，蓄電池の設置による自家消費拡大や停電時のレジリエンス向

上に伴う便益は，（空き家所有者の）金銭的便益には含めない。ただし，長

期的な観点では，建て替えやリフォームによる空き家の様々な活用が想定

されるため，蓄電池の導入による試算も行なっている。

　まず，年間発電量については，地域別発電量係数を 1,347 kWh/kW・年　

環境省（2026）とし，発電容量は 4kW と仮定しているため，年間発電量

は 1,347×4＝5,388 kWh／年となる。本稿では，空き家活用に着目するた

め，居住者による自家消費は発生せず，発電された電力はすべて系統に売

電されるものとする。この前提の下では，太陽光発電設備による経済的便

益は，主として売電収入として現れる。

　売電単価については，2025 年 10 月〜2026 年度の固定価格買取制度（新

項目 戸建住宅 (1 戸) 集合住宅 (1 戸) 備考 

前提条件 

想定発電容量 4 kW 4 kW 世田谷区の平均的導

入規模を想定 

地域別発電量係数 1,347 kWh/kW・年 REPOS　環境省  
（2026）に基づく  

年間発電量 5,388 kWh 5,388 kWh = 1,347 × 4 

設置・維持 
コスト

太陽光発電設備費 
（設置費込） 1,144,000 円 1,000,000 円 戸建 286 千円/kW 

集合 250 千円/kW 

年間維持管理費 6,300 円/年 5,400 円/年 定期点検•保守費用 
（経産省, 2026a） 

蓄電池 
コスト

蓄電池初期費用 
（4 kW 相当） 約 452,000 円 約 544,000 円 機器＋設置費 

（経産省, 2026a） 
蓄電池更新費用 
（15 年目） 約 492,000 円 約 562,400 円 撤去費含む 

（経産省, 2026a） 

金銭的便益 

売電単価 24 円/kWh (1~4 年) 
8.3 円/kWh (5 年~) 

19 円/kWh (1~5 年) 
8.3 円/kWh (6 年~) 経産省(2026b) 

年間売電収入 129,312 円 (1~4 年) 
44,720 円 (5 年~) 

102,372 円 (1~5 年) 
44,720 円 (6 年~) 発電量 × 売電単価 

年間純収益 123,012 円 (1~4 年) 
38,420 円 (5 年~) 

96,972 円 (1~5 年) 
38,420 円 (6 年~) 

売電収入 − 維持管

理費 

環境効果 

CO₂排出係数 0.423 kg-CO₂/kWh 全国平均 
経産省(2026c) 

年間 CO₂削減量 約 2.28 t-CO₂ 約 2.28 t-CO₂ = 5,388 × 0.423 

30 年 CO₂削減量 約 68.4 t-CO₂ 約 68.4 t-CO₂ 劣化等は考慮せず 

図表 2−10：家庭用太陽光発電設備の導入コストと便益（想定と試算）
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FIT）をもとに，戸建住宅の場合は最初の 4 年は 24円/kWh，5 年目以降 

は 8.3 円，集合住宅（10kW 以上）では最初の 5 年は 19円/kWh，6 年目以 

降は 8.3 円とする（経産省, 2026b）。このとき，初年度の年間売電収入は，

戸建住宅の場合で約 129,300 円，集合住宅の場合で約 102,400 円となる。

ここから，太陽光発電設備の年間維持管理費（戸建住宅で 6,300 円，集合住宅

で 5,400 円）を差し引くと，年間純収益はそれぞれ約 123,000 円，約 97,000

円と試算される。

　次に，初期費用について整理する。太陽光発電設備の設置費用は，戸建

住宅で 1kW あたり 286,000 円，集合住宅で 1kW あたり 250,000 円とする 

（経産省, 2026a）。このとき，4kW の太陽光発電設備を導入する際の初期費

用は，戸建住宅で約 114 万円，集合住宅で約 100 万円となる。

　さらに，蓄電池を併設するケースについて検討する。本試算では，蓄電

池容量を太陽光発電設備と同規模の 4kW とし，耐用年数を 15 年と仮定す

る。したがって，30 年間の運用期間においては，蓄電池の更新が 1 回必

要となる。蓄電池の初期導入費用（機器費および設置費）と更新費用（撤去

費を含む）を合算すると，戸建住宅では約 94 万円，集合住宅では約 110 万

円程度の追加的な費用が発生する（経産省, 2026a）。

　これらの条件に基づき，年間純収益を用いて簡易的な回収年数を算出す

ると，蓄電池を導入しない場合には，戸建住宅で約 21 年，集合住宅で約

18 年となるが，蓄電池を導入した場合には，追加的な初期費用および更

新費用が発生するため，補助金制度がないもとでは回収期間は大幅に延長

され，集合住宅では 30 年以内に回収できない結果となる。

　最後に，CO₂ 排出削減効果について整理する。上記と同様に空き家に

おける太陽光発電による発電電力量をすべて系統電力を代替すると仮定

し，排出係数を 0.423 kg-CO₂/kWh とする（経産省, 2026c）と，年間の CO₂

排出削減量は 5,388×0.423≒2,279 kg-CO₂／年と求められる。すなわち，

約 2.3 t-CO₂／年の削減効果が見込まれる。運用期間を 30 年と仮定すると，
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排出係数が一定である想定の下では，累積で約 68 t-CO₂ 程度の排出削減

効果が期待される。

　以上の試算結果から，空き家を対象とした太陽光発電設備の導入は，

CO₂ 排出削減という環境面で一定の効果を有する一方，所有者の経済的便

益の観点からは，追加的な補助制度がない場合，蓄電池を併設しない太陽

光発電設備のみの構成が相対的に合理的であることが示唆される1）。特に

空き家では自家消費が発生せず，災害時の備えとしての利用も想定されな

いため，蓄電池の導入は売電収入や CO₂ 削減量を増加させるものではな

く，所有者にとっては費用負担の増加要因となる。このため，空き家を災

害時対応の蓄電池集約拠点として活用する地域マイクログリッド型の分散

型 DER 施策を実施する場合には，行政による財政的支援や制度的関与が

不可欠となる。なお，これらの議論は，空き家状態が継続することを前提

としており，将来的に居住再開や用途転換が見込まれる場合には，蓄電池

の価値評価が変わり得る点に留意する必要がある。

2－4　空き家の建て替えとリノベーションのCO₂ 排出比較

　ここでは，都心部に立地する既存住宅を想定し，解体・新築（建替え）

と大規模改修（リノベーション）に伴う CO₂ 排出量を，構造種別ごとに比

較する。比較対象は，木造戸建住宅（約 100 ㎡，2 階建），RC 造戸建住宅 

（約 100 ㎡，2 階建），木造集合住宅（6 戸・延床約 360㎡），RC 造集合住宅 

（6 戸・延床約 360㎡）の 4 類型とする。これらについて，建物の施工から， 

居住，廃棄に至るまでの各段階の環境負荷を総合的に評価するライフサイ

クルアセスメント（LCA）の視点から検討する。

　集合住宅については，磯部ら（2023）が，延床面積約 360 ㎡（60 ㎡×6 戸）， 

2 階建の低層集合住宅を想定し，木造，S 造，RC 造の 3 構造について，建 

	 1）	� 現行の東京都の補助金制度を用いると，戸建て住宅の場合は約 6 年で投資費
用を回収できる（2−5 節）。
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替えとリノベーション（構造躯体を活かした全面改修）を比較するライフサ

イクルアセスメント（LCCO₂）を実施している。同研究では，外皮性能を

断熱等級 4 相当まで高め，高効率給湯・空調設備を導入し，太陽光発電

設備を併設する条件の下で，建替えとリノベーションに伴う CO₂ 排出量

および脱炭素化達成までの期間が評価されている。その結果，木造・RC

造いずれにおいても，リノベーションは建替えに比べて施工時（建設およ

び解体段階）の CO₂ 排出量を大幅に削減できることが示されている。特に

RC 造では，躯体コンクリートの再利用効果が大きく，建替え時に発生す

る材料製造由来 CO₂ が極めて大きいため，リノベーションによる削減効

果は木造以上に顕著である。

　磯部ら（2023）の試算によれば，RC 造の低層集合住宅において，リノ 

ベーションは建替えと比較して施工時の CO₂ 排出量を概ね 40〜50％程度

削減できるとされている。また，居住段階では，高断熱化と高効率設備の 

導入，さらに太陽光発電による自家消費を組み合わせることで，建替え・

リノベーションのいずれの場合も運用時 CO₂ 排出量は大きく低減する。

ただし，初期段階で排出される CO₂ が大きい建替えは，ライフサイクル

全体での脱炭素化達成までにより長い時間を要する。同研究の結果では，

木造低層集合住宅であっても，建替えの場合の脱炭素化達成期間は 30〜

40 年程度となる一方，リノベーションでは 20 年前後に短縮される。RC

造の低層集合住宅ではこの差がさらに拡大し，建替えでは 40 年以上を要

すると試算されている。

　磯部ら（2023）は，低層集合住宅 1 棟あたり 32kW の太陽光発電設備を 

想定し，RC 造であっても高断熱化と高性能設備を組み合わせることで， 

ライフサイクル脱炭素を約 20 年前後で達成できることを示している。一

方，世田谷区で想定される導入容量は戸当たり 4kW であり，6 戸の集合

住宅では 24kW となる。この条件を同研究に当てはめると，年間の CO₂

削減量は約 25％低い想定で試算することになり，RC 造の低層集合住宅の
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リノベーションにおける脱炭素化達成期間は，おおむね 25〜30 年程度に

延びると推計される。それでもなお，建替え（40 年以上）と比べれば大幅

に短く，都市部における現実的な脱炭素戦略として，躯体を活かしたリノ

ベーションの優位性が確認できる。

　戸建住宅についても，集合住宅と同様に，建替えとリノベーションでは

ライフサイクル CO₂ 排出量に大きな差が生じる。東京大学・武蔵野大学・

住友不動産による共同研究東京大学ほか（2023）は，木造戸建住宅を対象

に，断熱・耐震性能を断熱等級 4 相当の新省エネ基準相当まで向上させる

リノベーションを行った場合，建替えと比較して施工時 CO₂ 排出量を約

47％削減できることを示している。同研究では，太陽光発電設備として

7.5kW を搭載する想定の下で，木造戸建住宅のリノベーションは約 35 年

でライフサイクル脱炭素を達成できると試算されている。しかし，世田谷

区における住宅用太陽光発電の現実的な導入容量は戸当たり 4kW 程度で

施工段階 居住段階 太陽光による 
太陽光 脱炭素化 

建物類型 工法 CO2 排出量 CO2 排出量 CO2 削減量 
発電容量 

(tCO2/棟) (tCO2/年•棟) (tCO2/年•棟)
達成期間 

木造 改修 約 13 約 1.5 約 1.7 約 60〜70年 

戸建住宅 建替え 約 25 約 1.5 約 1.7 約 80〜90年 
4kW 

RC 造 改修 約 22 約 1.6 約 1.7 約 75〜85年 

戸建住宅 建替え 約 40 約 1.6 約 1.7 100 年以上 

木造 改修 24kW 約 50 約 6.5 約 10.3 約 20 年前後 

集合住宅 建替え (6 戸) 約 90 約 6.5 約 10.3 約 30〜40年 

RC 造 改修 約 85 約 7.0 約 10.3 約 25〜30年 

集合住宅 建替え 約 150 約 7.0 約 10.3 40 年以上 

* 電力排出係数：0.43 kg-CO₂/kWh（東京都・近年値）

* 発電量：1,000 kWh/kW・年

* 戸建 PV：4 kW、集合住宅 PV：24 kW
* 居住段階 CO₂：高断熱（等級 4 相当）・高効率設備導入後

* 施工段階 CO₂：建設＋解体（改修は躯体再利用）

図表 2−11：家屋の活用方法と CO₂ 排出量（想定と試算）

─ 78 ─

成城・経済研究　第 253 号（2026 年 7 月）



あり，この条件を当てはめると，木造戸建住宅における脱炭素化達成期間

は約 60〜70 年程度に延びると推計される。

　RC 造の戸建住宅については，戸建を対象とした詳細な LCA 事例は限

られているものの，低層集合住宅に関する LCA 研究（磯部ほか, 2023）か 

ら，RC 造は木造に比べて新築時の炭素排出原単位が大きいことが確認さ

れている。このため，RC 造戸建住宅では，建替えに伴う初期 CO₂ 排出量

が特に大きく，4kW 程度の太陽光発電容量では，ライフサイクル脱炭素

を達成するまでに 100 年以上を要する可能性が高い。一方，構造躯体を再

利用するリノベーションの場合には初期排出を大幅に抑制できるものの，

それでも脱炭素化達成期間は約 75〜85 年程度と推計され，木造の戸建住

宅よりも長期化する。

　以上より，都市部における住宅の脱炭素化に関して，いくつかの政策的

含意が得られる。第一に，戸建住宅，とりわけ RC 造戸建住宅では，屋根

面積や周辺環境の制約により太陽光発電容量が限定されるため，住宅単

体でライフサイクル脱炭素を短中期に達成することは現実的に困難である。

建替えは初期 CO₂ 排出をさらに増大させるため，脱炭素の観点からは合

理的な選択肢とは言い難い。第二に，集合住宅の多い都市部では，その躯

体を活かしたリノベーションと再生可能エネルギー導入を組み合わせるこ

とで，比較的効率的にライフサイクル脱炭素に近づくことが可能である。

このことは，都市部における住宅ストックの脱炭素化を考える際，戸建住

宅単体での対応ではなく，集合住宅や地区単位での再生可能エネルギー導

入・共有を前提とした政策設計も重要となることを示唆している。した 

がって，今後の都市部における脱炭素政策においては，既存ストックのリ

ノベーションを優先するとともに，集合住宅や地区単位での太陽光発電・

蓄電システムの導入，さらにはエネルギーの融通を可能とする制度的枠組

みを整備することが効果的な戦略である。ただし，前節で議論したとおり，

管理不全に陥った戸建空き家や全戸空室の集合住宅では，軽微なリノベー
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ションのみでは再利用や太陽光発電設備の導入が困難な場合も少なくな 

い。また，脱炭素の観点に加え，地域全体の有効な土地利用のあり方を総

合的に考慮すると，リノベーションよりも建て替えや再開発の方が，より

大きな社会的便益をもたらすケースも存在する。いずれにせよ，放置され

た未利用空き家は，脱炭素，土地利用，外部不経済といった多面的な側面

から社会的厚生を損なう要因となるため，早急な対策を講じ，個々の状況

に応じたリノベーション，建て替え，再開発を適切に促進することが重要

である。その結果として，遊休不動産の利活用を通じた分散型エネルギー

リソースの拡充も同時に進展することが期待される。

2－5　制度的ハードル，空き家活用方法（社会的厚生の観点から）

　空き家に太陽光発電設備や蓄電池を導入するためには，まず当該不動産

の所有者を特定し，その同意を得ることが前提条件となる。自治体が空き

家の利活用を推進する場合においても，官民連携による事業実施には，所

有者の同意に基づく情報提供および合意形成が不可欠である。しかしなが

ら，所有者の所在不明，相続未整理，共有名義等の権利関係の複雑さに加

え，自治体側の人的資源の制約も相まって，合意形成や実務体制の確保が

事業推進上のボトルネックとなり得ることが指摘されている（総務省, 2019; 

国交省, 2023）。

　第二に，設備導入は建物（不動産）だけでなく，電気設備としての法規

制と，場合によっては消防・防火規制の対象となる。太陽光発電設備につ

いては，経済産業省が「発電用太陽電池設備に関する技術基準を定める省

令」（2021 年制定）2）を示しており，住宅規模（10kW 未満）であっても，所

有者は技術基準への適合義務を負い，立入検査を受け得ることが明記され

ている。また，再エネ特措法（FIT/FIP）の認定を受ける場合には，事業

	2）	 https://laws.e-gov.go.jp/law/503M60000400029
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計画策定ガイドラインに従った適正な手続・運用が求められ，他法令・条

例の確認も事業者責任で求められる。

　第三に，蓄電池の併設は，容量や設置形態によって火災予防条例等の規

制（届出・離隔・安全措置）が関係する。例えば，東京消防庁は，消防庁告 

示（令和 5 年消防庁告示第 7 号）3）を踏まえ，一定条件下で規制対象外となる

範囲や，屋外設置における離隔距離の扱い，届出対象を 20kWh 超とする

などの改正内容を示している。このため，空き家を蓄電池集約拠点として

活用する場合には，容量・配置・安全措置が制約条件となり得る。

　このように，空き家への設備導入は，単に機器を設置すればよいのでは

なく，所有者の権利関係，電気設備としての保安・技術基準，蓄電池の防

火安全，FIT 等を用いる場合の認定・運用責任という複数の条件を満たす

必要がある。既存家屋でこれらの条件が満たされない場合は，建物の改修

や建替えによって条件を確保することが必要となる。

　とくに，空き家に太陽光発電設備や蓄電池を導入する際は，建物の老朽

化や耐震性，屋根の荷重・防水性能，設備スペースの制約などから，既存

建物への直接導入が困難となる可能性が高い。その場合には，①解体して

新築する，②大規模リフォームを行う，③小規模な修繕・改修にとどめる，

という三つの選択肢が現実的に検討される。本節では，都市部にある標準

的な規模の戸建住宅（延床面積約 100 ㎡，木造）を想定し，各選択肢に伴う

工事費用を概算的に整理する。

　まず，解体して新築するケースである。新築住宅の建設費用については，

建築着工統計を基に作成された国税庁の「建物の標準的な建築価額表」に

よれば，東京都における近年の木造住宅の平均的な建築単価は 1 ㎡当たり

約 23 万円程度である4）。これを延床面積 100 ㎡に当てはめると，本体工

	3）	 https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/230531_yobou_306.pdf
	 4）	� 国税庁：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/saigai/h30/0018008-045/ 

07.htm
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事費は約 2,300 万円となる。これに木造 100 ㎡の平均的な解体費用 150 万

円を5）加えて，2,450 万円を総工事費用の目安とする。

　次に，大規模リフォームのケースである。これは，耐震補強，断熱改修，

設備更新（配線・分電盤更新を含む）などを実施し，居住再開や太陽光設備

の安全な設置を可能とする水準まで改修する場合を想定する。費用につい

ては，一般的なリフォームの平均費用（約 500 万円）（住宅リフォーム推進協

議会, 2025）を上回る水準となることが多く，本試算では約 1,000 万円を目

安とする。

　都市部の空き家活用は，①住宅供給・居住環境の改善，②災害時のレジ

リエンス向上，③再生可能エネルギー（特に屋根設置型太陽光発電）の導入

余地の拡大，④ライフサイクルカーボンの削減という複数の目標に向けて，

同時に展開し得る政策課題である。これまでの空き家対策は主として①の

観点から議論されることが多く，②〜④の視点は十分に検討されてこな

かった。これら②〜④を重視した場合の空き家活用の望ましい優先順位は，

概ね次のように整理できる。

	5）	 あんしん解体業者認定協会：https://www.kaitai-guide.net/costprice/

パターン 内容 (想定) 工事費用(目安) 根拠・注記 

解体＋新築 
老朽・耐震等の理由で解

体し、新築(木造 100㎡) 
約 2,450万円 

新築費用は国税庁 HP7から建築着工統計

に基づく㎡単価から算出。解体費用はあ

んしん解体業者認定協会 HP8を参考。  

大規模リフ

ォーム 

断熱・設備更新＋耐震補

強等を含む全面改修（居

住再開を想定） 

約 1,000万円 

(仮定) 

改修・既存躯体活用が LCCO₂削減策とし

て整理される点を反映し、新築より小さ

い代表値を置く。費用は平均 500万円よ

り重い改修を想定。 

小規模リフ

ォーム 

最低限の修繕・設備更新

（屋根/外壁部分補修等） 

約 500万円 

(平均) 

リフォーム平均費用は実態調査の平均値

（住宅リフォーム推進協議会, 2025）

図表 2−12：家屋の建設・改修費用
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⃝　�【優先】既存ストックの再生（リフォーム）＋PV 導入：既存躯体を活用 

する改修は，ライフサイクルカーボン削減策の中核（既存建築物・躯体

の活用，資材削減）として位置付けられており，新築に比べてアップフ

ロントの環境負荷を抑えやすい。都市部では用地制約が強く，屋根面

の太陽光発電パネルが主力になりやすいことから，改修により安全性

（耐震）と屋根条件（荷重・防水）を確保した上で太陽光発電設備を設置

することは，社会的費用（CO₂ 排出量）を抑えつつ再エネを増やす合理

的手段となる。ただし，実施には所有者の同意・合意形成が前提であ

り，官民連携には制度運用上の負担も伴う。

⃝　�【条件付き】建替え＋省エネ・PV：老朽化が著しく，耐震補強や防水・

電気設備の更新では安全性・長寿命化が確保できない場合，建替えは

合理的選択肢となる。とくに今後は新築の省エネ基準適合が進む中で，

建替えによって運用時 CO₂ 排出量を大きく低減し得る一方，建設時

の資材製造・施工に伴う CO₂ 排出量も無視できないため，社会的に

は建替えが不可避な物件に重点化し，低炭素材料・資材削減とセット

で進めることが望ましい。

⃝　�【補完】空き家を拠点化する場合の蓄電池導入は，防火・制度条件を

満たす範囲で：空き家を地域マイクログリッドや防災拠点として活用

し，蓄電池を集約する場合は，蓄電池の容量・設置形態に応じて火災

予防条例等の規制が関係するため，制度適合を前提に段階的に検討す

べきである。経済性（売電収入）だけでなく，防災価値を含めた政策

目的との整合が鍵となる。

　以上より，環境負担やレジリエンスの観点を踏まえた社会的に望ましい

空き家活用は，原則として改修（既存家屋の活用）を優先しつつ，危険性が

高く老朽化が進み，改修が非効率と判断される物件については建て替えを

重点的に進めるという，ライフサイクルカーボンと都市レジリエンスの双方
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を考慮した対応にある。ただし，社会的厚生を最大化するためには，①の

観点も含めた総合的な判断が必要となる。①の視点では建て替えが優先さ

れがちであるが，②〜④に示した公共財的性質や外部性を考慮した場合に

は，リフォームや太陽光発電設備導入を促進するための，より積極的な行

政介入が望ましいとの結論に至り得る。こうした政策選択の妥当性を明確

にするためにも，経済実証分析に基づくエビデンスの蓄積が求められる。

2－6　設備導入のインセンティブと補助金制度（住宅所有者の観点から）

　本節では，空き家を所有する住宅所有者の立場から，太陽光発電設備お

よび蓄電池の導入に対する経済的インセンティブについて整理する。具体

的には，国の住宅用太陽光発電に関する売電制度（いわゆる新 FIT）および

東京都における住宅向け補助金制度を踏まえ，設備導入がどのような条件

下で経済的に成立し得るのかを検討する。

　まず，2026 年 1 月 1 日現在における国の住宅用太陽光発電制度では，

10kW 未満の住宅用設備を対象として，一定期間にわたり固定価格での売

	6）	 https://www.tainavi.com/library/200/

区分

売電制度（新 FIT）

太陽光補助金

（既存住宅）

太陽光補助金

（新築住宅）

蓄電池補助金

設備以外費用補助

自治体独自の補助

補助内容

1〜4年目：24円/kWh

5〜10 年目：8.3 円/kWh

3.75kW以下：15万円/kW（上限45万円）

3.75kW超：12万円/kW（50kW未満）

3.6kW以下：12万円/kW（上限36万円）

3.6kW超：10万円/kW（50kW未満）

12万円/kWh（蓄電池パッケージ）

8万円/kWh（蓄電池ユニット増設）

架台、防水工事補助あり

根拠資料

家庭における太陽光発電導入促進事業

（東京都）

家庭における蓄電池導入促進事業

（東京都）

2025 年度新 FIT基準（経産省, 2026b）

東京都の補助金最新情報（タイナビ6））

図表 2−13：東京都制度（2026 年 1 月 1 日現在）
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電が認められている。2−2 節と同様，新 FIT 制度に基づき，導入後 1～

4 年目における売電単価を 24円/kWh，5 年目以降を 8.3円/kWh とする想

定を用いる。

　加えて，東京都の家庭における太陽光発電導入促進事業（令和 7 年度）

では，既存住宅に設置する太陽光発電システムについて，3.75kW 以下の

場合は 15 万円 /kW（上限 45 万円），3.75kW を超える場合は 12 万円 /kW

（50kW 未満）とされている。また，現行では蓄電池については 1kWh あた

り 12 万円という補助が設定されており，補助上限容量の撤廃により大容

量蓄電池の設置でも支援が受けられる。

　これらの現行の制度を踏まえ，本節では，都市部にある標準的な空き家

戸建住宅 1 戸に，4kW の太陽光発電設備を導入するケースを想定し，設

備導入に伴う投資回収期間を試算する。空き家を対象としているため，居

住者による自家消費は発生せず，発電された電力量は全量が系統に売電さ 

れるものと仮定する。2−2 節で示したとおり，4kW の太陽光発電設備に

よる年間発電量は約 5,388kWh であり，新 FIT の下では，導入初期の 1～ 

4 年目における年間売電収入は約 12.9 万円となる。ここから，年間維持

管理費を差し引いた年間純収益は約 12.3 万円であり，4 年間の累積純収益

は約 49 万円と試算される。さらに，東京都の住宅向け太陽光発電導入補

助制度を適用した場合，既存住宅に 4kW の太陽光発電設備を導入する際

の補助額は 48 万円となる。この結果，補助金を差し引いた実質的な初期

費用は約 66.4 万円にまで低減される。以上を踏まえると，導入後 4.5 年間

で初期費用の大部分が回収され，その後の売電収入を考慮すれば，概ね 

8 〜 9 年程度で投資回収が完了する計算となる。7）

　次に，蓄電池を併設するケースについては，空き家では居住者が存在し

	7）	� ここでの回収期間は，維持管理費のみを考慮した簡易的な回収年数であり，
割引率，設備劣化，売電単価の将来的変動等は考慮していない点に留意が必
要である。
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ないため，自家消費による電気料金削減効果は発生せず，蓄電池を導入し

ても売電電力量や売電収入が増加するわけではない。このため，蓄電池は

原則として追加的なコスト要因となり，投資回収期間を延長させる。もっ

とも，東京都の補助制度では，蓄電池についても 1kWh あたり 12 万円の

補助が設定されており，容量や設置条件によっては，機器費および設置費

の大部分が補助によって賄われるケースも想定される。このような場合，

住宅所有者の自己負担は大幅に軽減されるものの，空き家という前提の下

では，蓄電池は売電収入を増加させないため，純粋な経済的インセンティ

ブは限定的である。8）

　以上を踏まえると，空き家を対象とした設備導入において，住宅所有者

にとって経済的に合理的な選択肢は，補助制度を活用した太陽光発電設備

の導入であり，蓄電池の併設は原則として必須ではない。ただし，この結

論が成立するためには，少なくとも 8 年以上にわたり当該住宅が空き家

として存続し，建て替えや大規模改修が行われないことが前提条件となる。

実際には，電力データに基づく分析から明らかになったように，1 年以上

空き家状態が継続する住宅の割合は決して高くなく，空き家の多くは短期

間のうちに居住再開，賃貸化，売却，あるいは建て替えといった形で利用

形態が変化している。この点を踏まえると，空き家を活用した設備導入を

検討する際には，単に補助金制度の存在だけでなく，当該住宅の将来的な

利用計画や空き家状態の継続可能性を併せて考慮することが重要である。

空き家活用を前提とした設備導入は，「長期にわたって利用されない住宅」

をどのように選別するかという問題と不可分であり，この点で電力データ

を用いた空き家判定が政策的に重要な役割を果たし得る。

	8）	� 蓄電池は，空き家状態が継続する限り，投資回収という観点では経済的便益
を生まないが，将来的な居住再開や公共財としての災害時の電力供給拠点と
しての活用を見据える場合には，評価軸が変わり得る。この点は，純粋な投
資回収の議論とは切り分けて整理する必要がある。
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